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「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言（2020年 3月 19日）抜粋 

 

７．地域ごとの対応に関する基本的な考え方 

今後、日本のどこかでオーバーシュートが生じた場合には、地域ごとに断続的に発生

していくことが想定されます。こうした状況下では、社会・経済機能への影響を最小限

としながら、感染拡大防止とクラスター連鎖防止の効果を最大限にしていく観点から、

地域の感染状況別にバランスをとって必要な対応を行っていく必要があります。 

感染状況が拡大傾向にある地域では、まん延のおそれが高い段階にならないように、

まずは、地域における独自のメッセージやアラートの発出や一律自粛の必要性について

適切に検討する必要があります。その場合、社会・経済活動への影響も考慮し、導入す

る具体的な自粛内容、タイミング、導入後の実施期間などを十分に見極め、特に「感染

拡大が急速に広まりそうな局面」や「地域」において、その危機を乗り越えられるまで

の期間に限って導入することを基本とすべきだと考えます。 

感染状況が収束に向かい始めている地域並びに一定程度に収まってきている地域で

は、後述するように、人の集まるイベントや「３つの条件が同時に重なる場」を徹底的

に回避する対策をしたうえで、感染拡大のリスクの低い活動から、徐々に解除すること

を検討することになると考えます。ただし、一度、収束の傾向が認められたとしても、

クラスター（患者集団）発生の早期発見を通じて、感染拡大の兆しが見られた場合に

は、再び、感染拡大のリスクの低い活動も含めて停止する必要が生じえます。 

感染状況が確認されていない地域では、学校における様々な活動や、屋外でのスポー

ツやスポーツ観戦、文化・芸術施設の利用などを、適切にそれらのリスクを判断した上

で、感染拡大のリスクの低い活動から実施してください。ただし、急激な感染拡大への

備えと、「3つの条件が同時に重なる場」を徹底的に回避する対策は不可欠です。 

 

２３日の記者会見で大村知事は、県内の感染状況について「名古屋市には２

つの『クラスター』があり、ほかに散発例もあるが、それも含めて感染経路は

追えている。市中感染が起きているという状況はない」と発言している。 

また、本市では、市内在住者で感染者が発生していないことから、上記②の

地域と判断し、 

・イベント等については、専門家会議が提言した３つの条件に係る事項を現

方針へ別紙のとおり追記し、期間を４月３０日（木）まで延長する。 

 

・公共施設については、「３つの条件が同時に重なる場」を徹底的に回避す

る対策をしたうえで、４月１日（水）から利用を再開する。 
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